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ＣＯＮＴＥＮＴＳＣＯＮＴＥＮＴＳＣＯＮＴＥＮＴＳ

１．研究の背景１．研究の背景

２．研究の目的２．研究の目的

３．研究の内容３．研究の内容

１）オープン型処分場の廃止事例の研究１）オープン型処分場の廃止事例の研究

２）ＣＳ処分場廃止シナリオの構築２）ＣＳ処分場廃止シナリオの構築

３）ＣＳ処分場のモニタリングのあり方３）ＣＳ処分場のモニタリングのあり方

４．まとめ４．まとめ
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研究の背景研究の背景研究の背景

基準省令基準省令で定めるで定める廃止基準廃止基準

OPOP処分場を念頭においた基準であり、処分場を念頭においた基準であり、CSCS処分処分
場は当てはまらないものがある。場は当てはまらないものがある。

““CSCS処分場の廃止”とは？処分場の廃止”とは？

““CSCS処分場での安定化”とは？処分場での安定化”とは？
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研究の目的研究の目的研究の目的

環境省や自治体へのヒアリングを通じて、環境省や自治体へのヒアリングを通じて、
CSCS処分場の廃止の考え方について整理すると処分場の廃止の考え方について整理すると
ともに、実ともに、実CSCS処分場の調査を通じて処分場の調査を通じてCSCS処分場処分場
の一つの廃止モデルを例示する。の一つの廃止モデルを例示する。

１．１．OPOP処分場の廃止事例の解析処分場の廃止事例の解析

２．２．CSCS処分場廃止シナリオ構築処分場廃止シナリオ構築

３．３．CSCS処分場のモニタリングのあり方処分場のモニタリングのあり方
（現地調査）（現地調査）
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研究の内容研究の内容研究の内容

１）１）OPOP処分場の廃止事例の解析処分場の廃止事例の解析

既に廃止されたオープン型処分場の状況を調査。既に廃止されたオープン型処分場の状況を調査。

２）２）CSCS処分場廃止処分場廃止シナリオの構築シナリオの構築

環境省ヒアリング環境省ヒアリング、法解釈の整理、事例調査等から、法解釈の整理、事例調査等から
モデルモデルケースを検討ケースを検討、廃止シナリオを構築する。、廃止シナリオを構築する。

３）３）CSCS処分場のモニタリングのあり方処分場のモニタリングのあり方

実施設での調査の実施。実施設での調査の実施。これまで対象にしてきた各これまで対象にしてきた各

処分場は処分場は22年に年に11度を目安に間隔を開け度を目安に間隔を開け、、廃止検討の廃止検討の

ための調査に重点をおく。ための調査に重点をおく。
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ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究

66

〈活動報告１〉〈〈活動報告１活動報告１〉〉



ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉77

①文献調査①文献調査
『『最終処分場跡地形質変更に係る基準検討調査最終処分場跡地形質変更に係る基準検討調査』』

（廃棄物研究財団）（廃棄物研究財団）

②環境省データベースより抽出②環境省データベースより抽出
環境省環境省HPHP『『一般廃棄物処理実態調査結果一般廃棄物処理実態調査結果』』

③③委員の情報を集約委員の情報を集約

廃止された処分場４件にアンケート実施。廃止された処分場４件にアンケート実施。
うち、３件の回答うち、３件の回答。。
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①文献調査①文献調査

『『最終処分場跡地形質変更に係る基準検討調査最終処分場跡地形質変更に係る基準検討調査』』
（廃棄物研究財団）（廃棄物研究財団）

平成平成1616年年33月以前に閉鎖・廃止された処分場を調査月以前に閉鎖・廃止された処分場を調査

267267箇所箇所合計合計

168168箇所箇所H4H4～～1010に廃止に廃止

9999箇所箇所H10H10以降に廃止以降に廃止

ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉



環境省環境省HPHP『『一般廃棄物処理実態調査結果一般廃棄物処理実態調査結果』』

②②環境省環境省データベースより抽出データベースより抽出

→全国で→全国で9595件、うち遮水工「有り」は件、うち遮水工「有り」は4444件件

→全国で４件、うち３件がミニ処分場→全国で４件、うち３件がミニ処分場

◆◆平成平成1010年度と平成年度と平成1818年度の比較年度の比較

◆◆平成平成1414年度と平成年度と平成1818年度の比較年度の比較
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環境省環境省データベースを活用し、廃止されたと思データベースを活用し、廃止されたと思
われる処分場を抽出われる処分場を抽出

ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉



ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉

5年3ヶ月11年6ヶ月6年6ヶ月埋立終了～廃止

21年1ヶ月19年9ヶ月18年11ヶ月埋立開始～廃止

不燃ごみ
（100%）

可燃ごみ(11%)
不燃ごみ(83%)
焼却残渣(6%)

可燃ごみ(84%)
不燃ごみ(16%)廃棄物の種類

3,425212,00091,690埋立容量(m3)

4,55053,0009,800埋立面積（m2）

C最終処分場B最終処分場A最終処分場

③アンケート調査結果③アンケート調査結果

廃棄物の種類と廃止までの期間廃棄物の種類と廃止までの期間に一定の傾向はに一定の傾向は
見られない見られない
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ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉

Ａ処分場廃止Ａ処分場廃止

Ｂ処分場廃止Ｂ処分場廃止

BODBOD排水基準排水基準60mg/60mg/ℓℓ

CODCOD排水基準排水基準90mg/90mg/ℓℓ
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1122ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉

ケースケース１１：全面埋立した：全面埋立した時時の浸出の浸出水量と累計埋立水量と累計埋立
容量によって求めた液固比容量によって求めた液固比

ケースケース２２：全面埋立した：全面埋立した時時の年の年毎の埋立廃棄物に毎の埋立廃棄物に
対する浸出水量と埋立容量で求めた液固比対する浸出水量と埋立容量で求めた液固比

ケースケース３３：区画埋立した：区画埋立した時時の年の年毎の埋立廃棄物に毎の埋立廃棄物に
対する浸出水量と埋立容量で求めた液固比対する浸出水量と埋立容量で求めた液固比

ケースケース４４：埋立終了後の浸出水量と埋立容量か：埋立終了後の浸出水量と埋立容量からら
求めた液固比求めた液固比

液固比の検討液固比の検討



1313ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉
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1144ＯＰ処分場の廃止事例研究〈活動報告１〉ＯＰ処分場の廃止事例研究ＯＰ処分場の廃止事例研究〈〈活動報告１活動報告１〉〉
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ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ

〈活動報告２〉〈〈活動報告２活動報告２〉〉
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ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉

基準省令、および関連する通知などを対象に、基準省令、および関連する通知などを対象に、
ＣＳ処分場の廃止の考え方に大きく影響する部ＣＳ処分場の廃止の考え方に大きく影響する部
分の法解釈を整理分の法解釈を整理

1166

一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係
る技術上の基準を定める省令る技術上の基準を定める省令

一般廃棄物一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係
る技術上の基準を定める命令の運用に伴う留意事項る技術上の基準を定める命令の運用に伴う留意事項

一般廃棄物最終処分場の適正化に関する留意事項について一般廃棄物最終処分場の適正化に関する留意事項について

一般廃棄物の溶融固化物の取扱いについて一般廃棄物の溶融固化物の取扱いについて



ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉1717

基準省令第一項第五基準省令第一項第五号ニ号ニのただし書のただし書ききの埋立地の埋立地

①①雨水が入らないよう必要な措置が講じられ雨水が入らないよう必要な措置が講じられ
る埋立地る埋立地

②腐敗しない一般廃棄物のみを埋め立てる埋②腐敗しない一般廃棄物のみを埋め立てる埋
立地立地

③保有水が生じない一般廃棄物のみを埋め立③保有水が生じない一般廃棄物のみを埋め立
てる埋立地てる埋立地

＝埋立地Ａ＝埋立地Ａ



ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉1818

 最終覆土最終覆土
遮水の効力、遮光の効力、強度および耐久力を有遮水の効力、遮光の効力、強度および耐久力を有
する覆い。する覆い。

 保有水等集排水設備保有水等集排水設備
必要なし。よって、廃止時も水質適合確認なし。必要なし。よって、廃止時も水質適合確認なし。

埋立地Ａ･･･埋立地Ａ･･･

→→「腐敗せず、かつ、保有水が生じない「腐敗せず、かつ、保有水が生じない

一般廃棄物」の定義は？一般廃棄物」の定義は？



ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉1919

最終覆土・保有水等集排水設備の考え方は、最終覆土・保有水等集排水設備の考え方は、
埋立地Ａと同様。埋立地Ａと同様。

被覆型埋立地･･･被覆型埋立地･･･（運用に伴う留意事項より）（運用に伴う留意事項より）

ⅠⅠ--1515 埋立地の開口部が屋根またはシート等で埋立地の開口部が屋根またはシート等で
覆われ、雨水が入らないように措置されている覆われ、雨水が入らないように措置されている
埋立地。埋立地。

ⅢⅢ--77 保有水等が発生しない被覆型保有水等が発生しない被覆型埋立地は、廃埋立地は、廃
止時の水質適合確認の必要なし。止時の水質適合確認の必要なし。



埋立完了後、

屋根存置+透水性
覆土+水分供給な

し

埋立完了後、

屋根移設+透水性
覆土+自然降雨

埋立完了後、

屋根移設+遮水性
覆土+人工散水

ＣタイプＢタイプＡタイプ

2020ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉



Ａタイプ･･･現行の廃止基準を満たしていればＡタイプ･･･現行の廃止基準を満たしていれば
廃止可能。廃止可能。

Ｂタイプ･･･オープン型と同様。Ｂタイプ･･･オープン型と同様。現行の廃止基現行の廃止基
準を満たしていれば廃止可能。準を満たしていれば廃止可能。

Ｃタイプ･･･廃棄物が安定化していない状態でＣタイプ･･･廃棄物が安定化していない状態で
の廃止できるか？の廃止できるか？

ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉

Ｃタイプに対する考え方が課題Ｃタイプに対する考え方が課題
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Ｃタイプ（埋立終了後、屋根存置＋透水性覆土Ｃタイプ（埋立終了後、屋根存置＋透水性覆土
＋水分供給無し）＋水分供給無し）

2222ＣＳ処分場の廃止シナリオ〈活動報告２〉ＣＳ処分場の廃止シナリオＣＳ処分場の廃止シナリオ〈〈活動報告２活動報告２〉〉

運用に伴う留意事項が定める「被覆型埋立地」運用に伴う留意事項が定める「被覆型埋立地」
と言えるか？と言えるか？

保有水等が発生しない被覆型保有水等が発生しない被覆型埋立地は、廃止時の埋立地は、廃止時の
水質適合確認の必要なし。水質適合確認の必要なし。

Ｃタイプは、廃止できると言えるか？Ｃタイプは、廃止できると言えるか？



ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング

〈活動報告３〉〈〈活動報告３活動報告３〉〉
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実施設における調査：旧ＣＳ研で継続実施実施設における調査：旧ＣＳ研で継続実施

本研究分科会で隔年調査として継承本研究分科会で隔年調査として継承

2424ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉

ＣＳ処分場の維持管理、廃止に向けたＣＳ処分場の維持管理、廃止に向けた
モニタリングのあり方の提案が目的モニタリングのあり方の提案が目的



◆調査項目◆調査項目

2525ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉

 層内温度・場内温度・周辺地盤温度層内温度・場内温度・周辺地盤温度

 発生ガス発生ガス

 浸出水の水質浸出水の水質

 廃棄物の含有・溶出試験廃棄物の含有・溶出試験

 埋立地盤の埋立地盤の沈下沈下計測計測

 水収支水収支調査調査



廃棄物層内温度◆廃棄物層内温度◆桝形山処分場桝形山処分場

2626ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉
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2727ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉
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2828ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉

廃棄物層内温度◆ニセコ町処分場廃棄物層内温度◆ニセコ町処分場
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2929ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉

浸出水質◆ニセコ町浸出水質◆ニセコ町処分場処分場
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3030ＣＳ処分場のモニタリング〈活動報告３〉ＣＳ処分場のモニタリングＣＳ処分場のモニタリング〈〈活動報告３活動報告３〉〉

●桝形山処分場●桝形山処分場

20102010年に第１区画は閉鎖、屋根移設。年に第１区画は閉鎖、屋根移設。

→→ 今後は埋立終了後のデータ取得今後は埋立終了後のデータ取得

●第二伊地山一般廃棄物最終処分場（香取広域）●第二伊地山一般廃棄物最終処分場（香取広域）

第１区画は閉鎖（第１区画は閉鎖（20092009年）、現在第２区画年）、現在第２区画
を埋立中。を埋立中。

→→ 新規の調査対象として、今後データ取得新規の調査対象として、今後データ取得



まとめまとめまとめ

①廃止事例については、貴重な情報を得ること①廃止事例については、貴重な情報を得ること
ができた。継続的な廃止事例解析を行う必要ができた。継続的な廃止事例解析を行う必要
がある。がある。

②ＣＳ処分場の３タイプの廃止シナリオを検討、②ＣＳ処分場の３タイプの廃止シナリオを検討、
提示することを試みた。提示することを試みた。

③上記③上記33パターンのパターンのCSCS処分場の継続的な調査体処分場の継続的な調査体
制が整った。制が整った。

④今後の課題④今後の課題
・ＣＳ処分場の廃止に向けたモニタリング方・ＣＳ処分場の廃止に向けたモニタリング方
法の提案法の提案
・ＣＳ処分場の一つの廃止モデルの提示・ＣＳ処分場の一つの廃止モデルの提示

3311
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研究内容

CS処分場に関する「施設設計要領」や「維持管理マニュア
ル」の改訂に備え，CS処分場の内部及び外部環境に関す

る基礎的データの収集・解析・評価を行う。

2

H22年度の研究項目

1. CS処分場を構造別，形式別に分類して粉じん原単位を
求めるための調査
2. CS処分場維持管理マニュアルの微生物管理（レジオネ
ラ症防止対策）マニュアル（案）追加準備



ｃ
軸
¨
投
入
落
下
高

ｂ軸：投入方法

粉塵発生

粉塵抑制 小(0<h≦2.5)

中(2.5<h≦5.0)

大(h>5.0)

乾燥 湿潤
ａ軸：投入物の乾

燥具合Ａ ： 投入粉じん発生による分類

Ａ-5 極大
Ａ-4 大
Ａ-3 中
Ａ-2 小

Ａ-1 極小

乾燥/発生/中

湿潤/発生/中
湿潤/抑制/中

湿潤/発生/小
湿潤/抑制/小

該当ブロック

乾燥/発生/小
乾燥/抑制/中

乾燥/抑制/小1

乾燥/抑制/大

湿潤/発生/大
湿潤/抑制/大

粉じん発生量区分
（発生源単位）

乾燥/発生/大

3

粉じん調査個所の決定要因



今まで実施した粉じん調査状況

4

埋立物 粉じん 換気方 屋根移動
投入時発生
源粉じん濃度

投入時換気口
部粉じん濃度

分類 発生分類 法分類 方法分類 （mg/m3） （mg/m3）

焼却残渣

破砕不燃物

焼却残渣

固化灰

3 不燃残渣 A-1 B-1-4 C-1 D-1 E-4-1 0.058 0.048
不燃残渣

焼却残渣

ごみ処理残渣

焼却残渣

6 破砕不燃物 A-2 B-3-2 C-2 D-2 E-1-2 0.38 －
排気口部
測定無し

焼却残渣

不燃残渣

焼却残渣

溶融飛灰

破砕残渣

不燃残渣

焼却残渣

10 焼却残渣 A-4 B-3-2 C-1 D-1 E-1-1 0.76 0.18
11 不燃物 A-5 B-3-2 C-2 D-2 E-4 0.613 0.542

D-4 E-4-? 1.2 0.999 A-3 B-3-2 C-1

排気口部
測定無し

8 A-3 B-1-2 C-3 D-1 E-4-1 0.12 0.085

D-3 E-4-1 0.34 －7 A-3 B-3-2 C-2

5 A-1 B-3-2 C-1 D-2 E-3-1 0.067 0.081

D-2 E-1、E-4 0.039 0.0394 A-1 B-3-2 C-1

2 A-1 B-3-2 C-1 D-2 E-4-1 0.031 0.018
換気口に
ﾌｨﾙﾀｰ有り

D-1 E-4-1 0.078 0.0691 A-1 B-3-2 C-1

法面形状分
類

散水方法分
類

備 考



1. CS処分場の粉じん原単位を求めるための調査状況

調査個所 ： UI一般廃棄物最終処分場

粉じん発生分類 ： A-5

調査年月日 ： H22年 12月17日

調査メンバー ： 亀谷

粉じん最終分析委託先 ： （株）東和テクノロジー

6



表 調査個所施設諸元

7

UI処分場

660 m
2

2,800 m
3

不燃物・焼却残渣
投入方法 投入廃棄物 不燃物（ガラス屑、陶器屑）
(調査時) 方法 搬入車より投入口へ直接ダンピング

中間覆土無し
頻度 主に夏場
水量 2～3t/日

乾燥状態
数 天井換気扇：口径760cm×2台

風量 天井換気扇 風量：130m3/min
位置 天井

フィルター 有
廃棄物投入
時の状況

敷均作業時
の状況

投入開孔：8:30 → 投入：10:57～11:03 → 閉鎖：14:00
（落差は4～5m）

敷均開始：11:05～12:03 → 天井換気扇稼動：11:10～12:05

覆土方法

散水

埋立物の湿潤状況

排気口

項 目
埋立面積

埋立容量
埋立物



8

調査状況写真

写真9 廃棄物投入状況

写真5 発生源付近 写真6 換気口付近



換気口

発生源

影響点

：粉じん測定地点

※堆積粉じんは施設内回廊及び鋼材より採取 9

図 調査地点図

N

埋立物投
入個所



粉じん濃度（重量法）の測定結果

10

注）粉じん（浮遊粒子状物質）の環境基準値（1時間値）は0.20mg/m3（参考値）
※2）K値：粉じん濃度換算係数

単位
－

天気 －
気温 ℃
湿度 ％
風向 －
風速 ｍ/sec

－ 換気口 対照点

－
9:20～
13:52

8:33～
13:26

mg/m3 1.524 0.056

－ 0.016 0.0021K値(粉じん/cpm)※2

cpm 95.4 26.1
（採取時間平均cpm）

地 点

採取時間

粉 じ ん

デジタル粉じん計

採 取 日 平成22年12月16日

気
象
条
件

雪
1.1℃
92%
北

0.8～2.4

項 目 結果



作業時平均粉じん濃度（換算値）の比較

11

（単位：mg/m3）

※3）粉じん管理濃度：3.0/（0.59Q+1） Q:遊離ケイ酸濃度＜1.0％
※4）浮遊粒子状物質の環境基準値（1時間値）

投入時 敷均時
(10:57～
11:03)

(11:05～
12:03）

発生源付近 0.613 6.017 1.1※3
換気口付近 0.542 5.794 1.1※3

影響点 0.014 0.057 0.20※4
対照点 0.018 0.022 0.20※4

地点

粉じん濃度

参考値
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粉じん調査結果

・ 毎日埋立及び敷均作業が行われておらず、随時埋立
を実施し、月に一回敷均作業を行っている。今回は本調
査のために便宜的に貯まっていた分の埋立及び敷均作
業を実施した。したがって、通常の埋立・敷均作業時に発
生する粉じん量は、今回計測したデータに埋立時間及び
敷均時間を考慮して算出する必要がある。

・ 屋内の換気口付近に機材を設置できなかったため、
実際の換気口付近の粉じん量は多いものと考えられる。

12



3. 微生物対策（レジオネラ症防止対策）マニュアル（案）の作成

13

目次

１） 始めに
２） レジオネラ属菌とは
３） レジオネラ症とは
４） レジオネラ対策の必要性
５） 微生物調査
６） 場内環境の管理方法
７） その他留意事項
参考資料
付録：調査事例-1、2

産業医科大学 谷口先生、石松先生 監修

レジオネラ症防止指針を参考に作成



• 病型には肺炎型（在郷軍人病、またはレジオネラ肺炎）と非肺炎型（ポン
ティアック熱）の2つがある。

• レジオネラ肺炎は、悪寒、高熱、全身倦怠感、頭痛、筋肉痛などが起こり
、呼吸器症状として痰の少ない咳、少量の粘性痰、胸痛・呼吸困難など
が現れ、症状は日を追って重くなっていく。 腹痛、水溶性下痢、意識障害
、歩行障害を伴う場合もある。細菌性肺炎の際に一般的に最初に使わ
れるβラクタム剤が無効であり、病気の進行が早いため薬の変更が遅れ
ると手遅れとなり、死に至ることもある。

• ポンティアック熱はインフルエンザ様症状で自然治癒する。また、汚染水
の直接接触で外傷が化膿し、皮膚膿瘍症になったり、温泉の水を飲んで
発症した事例もある。

• 感染源は、レジオネラ属菌に汚染された循環式浴槽水、シャワー、ホテ
ルのロビーの噴水、洗車、野菜への噴霧水などである。

• 感染経路は、これらのエアロゾルを吸入（飛沫感染）、または浴槽内で溺
れて汚染水を呼吸器に吸い込んだ時（誤嚥）などに感染・発病した事例
が報告されている。

レジオネラ症とは
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• レジオネラ症の特徴は、集団感染として発生する頻度が高
いこと、人工環境水が感染源であること、ヒトからヒトへの伝
播はないことである。つまり、作業環境の人工環境水を適切
に管理すれば発生しない疾患であり、発生した場合はその
管理者が責任を問われる職業関連感染症である。

• CS処分場では、作業時の粉じんや散水時の散水水やエアロ
ゾルを屋内で作業する作業員が浴びたり、吸い込んだりする
可能性がある。そのため、レジオネラ属菌への感染リスクの
高い空間状況にあると考えられる。

レジオネラ症対策の必要性

15



・ 年に1回以上の微生物検査 ：レジオネラ用培地による培
養検査

・ 散水水の管理 ：貯留水槽を含む散水施設は、年に2回
以上清掃

・ 散水水の消毒 ：塩素系薬剤等による消毒 により細菌の
発生を抑制

・ 粉じんの管理 ：散水等の措置を実施することで、粉じん
の発生防止

・ 浮遊粉じん対策 ：防じんマスクや、防じん用保護メガネ
等の保護具を着用

場内環境の管理方法

15-2



課題

１．粉じん発生分類のデータ不足箇所の調査

２．屋根移動・解体時粉じん作業マニュアルの監
修者の選定

３．新規メンバーの募集

16



本日の研究成果報告は

以上で終了です。

ご清聴ありがとうございました。
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1．分科会構成メンバー

リーダー：石井リーダー：石井 一英（北海道大学）一英（北海道大学）
ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ：小日向ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ：小日向 隆（福田組）隆（福田組）
主主 査：薦田査：薦田 敏郎（鹿島建設）敏郎（鹿島建設）
副副 主主 査：西山査：西山 勝栄（建設技術研究所）勝栄（建設技術研究所）

メンバー：伊藤メンバー：伊藤 良治（飛島建設）良治（飛島建設）
((五十音五十音)) 大野大野 文良（清水建設）文良（清水建設）

齋藤禎二郎（西松建設）齋藤禎二郎（西松建設）
中牟田中牟田 亮（日本工営）亮（日本工営）
則松則松 勇（ボルクレイ・ジャパン）勇（ボルクレイ・ジャパン）
花見花見 秀二（個人会員）秀二（個人会員）
三田村嘉浩（昭和コンクリート工業）三田村嘉浩（昭和コンクリート工業）
安井安井 秀則（大本組）秀則（大本組）
吉田吉田 友之（エイト日本技術開発）友之（エイト日本技術開発）
吉村吉村 丈晴（熊谷組）丈晴（熊谷組） ･･･計･･･計1414名名
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2．研究の背景

■ＣＳ処分場の普及■ＣＳ処分場の普及
５３施設が供用・建設中
施設規模・構造形式など多岐にわたる
⇒今後の施設整備に向けて、標準化・汎用化が必要

施設の運用方法、維持管理方法も様々
⇒施設運用の実態把握と最適化が必要

■社会環境の変遷■社会環境の変遷
総合評価方式の導入
⇒技術提案・ＤＢＯ方式の導入
⇒施設の計画・設計のみならず運用管理も含めた
ＣＳ処分場のライフサイクル全般にわたる知見
が要求される傾向

★詳細構造や管理運営に関する技術情報の蓄積が必要
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3．研究の目的

昨年度の研究目的の継続・ブラッシュアップ

■設計的検討を要する項目とその解決策の検討■設計的検討を要する項目とその解決策の検討

・検討項目の絞り込み
・解決策等の模索
・関連する技術資料の収集と整理

■既往ＣＳ処分場の設計・維持管理に関するデータ収集■既往ＣＳ処分場の設計・維持管理に関するデータ収集
・アンケート内容の最終確定
・アンケート依頼先の確定
・アンケート回答の取りまとめ ⇒今後の継続課題
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４．設計的検討を要する項目とその解決策の検討

■検討項目のピックアップ■検討項目のピックアップ
詳細設計・細部検討を実施する上での課題抽出
⇒各工種等のカテゴリーに分類・整理

カテゴリー
・埋立地本体各種構造

・内部環境関連設備

・付帯設備

・被覆設備

・防災関連設備
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４-1．検討項目のピックアップ：埋立地本体各種構造

●●遮水工遮水工

・ＲＣ構造躯体の遮水機能

・鉛直壁面への遮水工の敷設

・中間柱その他構造物と遮水工の取り合い

・貯留構造のプレキャスト化と遮水機能

・２重遮水構造の範囲
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４-1．検討項目のピックアップ：内部環境関連設備

●散水設備●散水設備
・標準散水量と最適な散水方法
・埋立中の山水設備
・埋立完了後の散水設備

●換気設備
・換気方法
・換気量の考え方

●照明設備
・被覆の開口と照明設備の効果的な配置
・照明設備の環境負荷軽減策

●粉塵対策
●害獣・害虫対策
・害獣対策
・害虫対策
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４-1．検討項目のピックアップ：付帯設備

●搬入設備
・廃棄物の搬入・投入方式と施設運用
・効率的かつ環境負荷の少ない洗車方式

●エネルギー有効活用
・節電対策
・未利用エネルギーの活用

●跡地利用
・埋立計画と跡地利用計画
・被覆構造の有効利用
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４-1．検討項目のピックアップ：被覆設備

●構造型式と適用法規
・構造形式
・適用法規
・膜構造及びプレストレスを導入した鉄骨造構造物の
法的解釈

・膜構造の張替えについての建築基準法の解釈

●被覆施設の移動
・被覆施設の移動の考え方と定義
・上屋移動の計画に際しての留意事項
・上屋移動の設計上の留意事項
・上屋移動の施工的な留意事項
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４-1．検討項目のピックアップ：防災関連設備

●不可抗力による施設損傷時対策
・自然災害とＣＳ処分場施設への影響
・地震による施設損傷
・台風等の暴風雨による施設損傷
・豪雪による施設損損傷
・被覆施設の損傷に対する対策

●火災等有事時の安全確保策
・各種法規制
・火災による施設損傷
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４-2．技術資料の収集・整理：埋立地本体各種構造

●ＲＣ躯体構造の遮水機能
ＲＣ躯体の遮水機能を向上
させることは、ＣＳ処分場
機能保全ならびに耐久性の
維持の観点からも重要。
①材料的対策
初期ひび割れに対する
照査の実施

水和反応起因のひび割れ：ひび割れ発生確率5％以下
安全係数1.75以上

（防水性の観点から） ひび割れ幅0.05mm以下
乾燥収縮起因のひび割れ：設計収縮歪とFEM解析

ひび割れ発生確率5％以下
（漏水抵抗の観点から） 収縮ひび割れ幅0.1mm以下

初期ひび割れ

収縮に伴うひび割れ
セメントの水和反応に

起因するひび割れ
沈下に伴うひび割れ

プラスチック
収縮ひび割れ

照査は一般的に省略できる

※「施工編」にしたがって施工することを前提
収縮に伴うひび割れの

照査を実施

既往施工実績から、

ひび割れが発生しない

ことが明確
照査は省略できる

セメントの水和反応に起因する

ひび割れの照査を実施

環境条件、構造物形状寸法、施工方法、コンクリートの配合

限界値の設定

・ひび割れ発生率の限界値

・ひび割れ幅の限界値

予測値の算定

温度解析

材料の熱物性の設計値

応力解析

コンクリートの力学的特性の設計値

予測値≦限界値

END

No

Yes

No

Yes
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４-2．技術資料の収集・整理：埋立地本体各種構造

●ＲＣ躯体構造の遮水機能について
②設計(構造)的対策

温度に起因するひび割れ：温度＋収縮 ⇒応力解析
マスコンクリートの検討

伸縮目地の構造・配置 ：止水性、相対変位拘束
ひび割れ誘発目地配置 ：誘発性(断面欠損率)

止水性、漏水対策

③施工時対策
打継目の配置・措置 ：水平・鉛直打継目

弱部の除去と界面処置
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４-2．技術資料の収集・整理：埋立地本体各種構造

●鉛直壁面への遮水工
ＲＣ貯留構造物の採用件数の増加、躯体の大型化
①アスファルトシート
鉛直壁面への固定
（トーチ工法）

②アンカーシート
型枠設置に伴う留意点
（開口部処理）

●遮水工のプレキャスト化
品質、遮水性、施工性の向上

アンカーシート、ＩＨ式固定方法
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４-2．技術資料の収集・整理：内部環境関連設備

●標準的な散水量と最適な散水方法
安定化のために必要な人工散水
①液固比の目安
初期洗い出し効果 ：液固比の目安 2.0
性能指針の排水基準：液固比の目安 1.0～1.3
施設廃止基準 ：液固比の目安 1.5～3.0

②散水パターン
「初期の洗い出し散水＋後期の有機分解散水」の思想
安定化に有効な液固比と散水パターンの整理が必要

●埋立期間中・埋立完了後の
散水（水分供給）
大深度化に伴う廃棄物層内
への安定した水分供給対策
の考え方整理が必要



15

４-2．技術資料の収集・整理：内部環境関連設備

●換気方法
「側方自然給気＋天井機械排気」方式の実績が多いが
場内環境への効果（とくに粉塵）確認が今後の課題
機械主体の除塵対策 ⇔ 散水・換気による鎮塵対策

●換気量
計算方法如何では過剰な設備となる可能性
居室扱い、必要換気回数による換気量計算の是非
発熱量に基づく換気量計算の妥当性

●照明設備
LEDによるLCC効果に期待
LEDと効果的な採光設備の

配置で更なるコスト低減化
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４-2．技術資料の収集・整理：付帯設備等

●搬入設備
代表的な搬入方式
の留意点を整理
環境負荷の少ない
屋内式洗車設備

●エネルギー有効活用
節電対策
未利用エネルギーの活用
⇒太陽光発電
～雪氷冷熱まで

●跡地利用
廃止前先行跡地利用と廃止後跡地利用の整理
被覆施設の有効利用についての考え方
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４-2．技術資料の収集・整理：被覆施設

●構造形式と適用法規の整理
明確な取り扱い規定なし ⇒ 建築主事の判断

●膜構造の法解釈
張替え作業などにおける法解釈

●被覆施設の移動・転用の考え方の提案
スライド方式、吊上げ方式、解体組立方式の定義
設計時における留意事項と要検討項目の整理

基礎ベースボルト作業対応イメージ

ボルト取外し・締付け

作業への考慮

開 口 部
作業足場
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４-2．技術資料の収集・整理：防災関連設備

●防災関連設備：不可抗力や有事時対策

凡例凡例 ○：影響が出る、◎：影響が大きい、●：とくに影響が大きい○：影響が出る、◎：影響が大きい、●：とくに影響が大きい

○○○○○○○○○○管理設備管理設備

○○●●◎◎●●○○浸出水処理設備浸出水処理設備

○○○○付帯設備付帯設備

○○○○◎◎◎◎◎◎◎◎壁面材壁面材

◎◎●●●●○○屋根材屋根材

○○●●●●◎◎●●●●●●主架構主架構

被覆施設被覆施設

●●○○○○○○検知システム検知システム

○○○○○○○○集排水工集排水工

◎◎◎◎○○◎◎◎◎○○遮水工遮水工

○○○○●●◎◎◎◎貯留躯体貯留躯体

貯留構造物貯留構造物

落雷災害落雷災害豪雪災害豪雪災害洪水災害洪水災害台風災害台風災害土砂災害土砂災害津波災害津波災害地震災害地震災害
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５．新規ＣＳの設計・維持管理に関するデータの収集

●アンケート内容の確定
事業者・設計者とも同内容のアンケート
内容的には４０頁を超過する内容

●アンケート送付先の確定
市町村の合併等による事業者担当窓口の変更施設の整理
設計担当者への直接的なアプローチ

●アンケートの送付と回答整理
アンケート送付先
事業者：５０事業者
設計者：２５社（設計施工の案件は建設業者）

アンケートの回答
事業者：１８事業者（３６％）
設計者：７社（２８％）
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６．まとめ

今年度研究のまとめと今後の方針

■設計的検討を要する項目とその解決策の検討
・RＣ躯体構造、換気・送風設備、被覆施設など広範に

わたりＣＳ処分場の技術的情報を収集した。
・今後細部設計に関する研究では、各項目とも更に掘り
下げた内容の検討や関連する技術に関する資料の収集
蓄積を行う必要がある。

■新規ＣＳの設計・維持管理に関するデータの収集
・アンケート内容に基づいて、設計的な内容の確認や、
維持管理に関する留意事項などの情報を収集した。

・引き続き各事業者・設計者に対してアンケートの回収
を行い、データの充実を図る。
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おわり


